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 「進展中」9社、「中断」4社、「進展なし」7社

 セミナー等の後、各社の活動により進展しているが、基
準化、品質規格、認証、実証実験等で苦労。

 複数社がキーマン選定など人脈の課題をあげている。

 国ごとに基準化、システム変更などを対応を調整する必
要があり、安易な横展開ができない。

セミナーに参加した20社にアンケート

各社の困りごとの詳細とその解決策を検討す
るため、「進展中」9社のうち6社にヒアリング

Q2-7･Q3-7 セミナー等の後の進展の状況
日本国内関連サイトの視察 1
技術の詳細の説明 8 ●約6割（8社/13社）が技術の詳細の説明を実施
関係部門への説明 8 ●約6割（8社/13社）が関係部門への説明を実施
実証実験に向けた調整 2 ●酒井重工業、日本工営
実証実験の実施 2 ●酒井重工業、日本工営
相手国の認証（新技術導入）に向けた調整 3 ●酒井重工業、安藤ハザマ、東亜道路工業
相手国の認証（新技術導入）の取得 1 ●酒井重工業
相手国CPの紹介 1 ●酒井重工業
実施計画書の提出 2 ●酒井重工業、東亜道路工業
実施計画書の承認 2 ●酒井重工業、東亜道路工業
実施協定・契約調印 2 ●酒井重工業、エイト日技
現地実施 1 ●酒井重工業
事業の展開（初期） 1 ●事業の展開（初期）に到達したのは約1割（1社/9社）酒井重工業
事業の展開（採算性確保） 0 ●採算性が確保できているのは約0割（0社/9社）
その他 2 ●DataLabs（代理店を通した現地展示会への出展）NEXCO西（対政府でない）

進
展

１－１．R4～R6セミナー参加企業フォローアップ（アンケート、ヒアリング）
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インドネシア、フィリピン、インドに派遣されている専門家にヒアリング。各国の認証プロセスを確認し、整理。

１－２．各国の認証プロセスの整理

インドフィリピンインドネシア

インド標準規格局（BIS）は、インドの国家規格機関
であり、製品の品質・安全性・性能に関する規格・
認証制度を運営
BISの認証制度には、任意認証と強制認証がある
強制認証製品に該当する場合、認証を取得しない
限り輸入、販売不可

規格を含む製品をP.A.S.に登録のメリット
①DPWHが公共調達するにあたり、P.A.S.を根拠
に発注できる（登録がない場合、設計局や研
究・基準局等の了解が必要）

②DPWH全事業での採用が可能
③「製品登録証明書」発行時の大臣令により製
品の周知される

国家標準化機関（BSN）の「SNI規格」の特徴
①インドネシア政府が定めた規制対象製品（セメ
ント、熱延形鋼など多岐）の現地展開が可能

②取得には、認可ラボでの事前製品試験や工場
監査などの手続きが必要（通常6ヶ月以上）

③申請には各種法人証明書や技術資料が必要。
有効期間：原則5年
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Infrastructure Development Institute-Japan２ー１．令和6年度 インド調査（課題解決型アンケート）

メンテナンス
サイクル

課題（ニーズ）
応募された
本邦技術数

2 1-2 簡単・安価に点検したい 7

5 1-5 損傷を確実に発見したい（見落とし） 1

6 1-6 近接不能個所を点検したい 4

8 1-8 大量なインフラを効率的に点検したい 14

10 2-2 点検履歴を参照したい。 4

11 2-3 診断技術者を育成したい（スキル向上） 1

12 2-4 正確に診断したい 1

17 3-5 将来の補修費用を見積もりたい 1

18 3-6 条件に合致した補修工法を選定したい 4

記録 22 4-3 記録の運営コストを安くしたい 5

機能改善 23 5-1 長寿命化したい 11

点検

診断

補修

課題No.

課題解決型アンケートの結果、インド側が課題として認識し、かつ、解決策を有してないもの
（ニーズ）が１１の分野あり、それに対応する技術は５４技術。
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Infrastructure Development Institute-Japan２ー２．令和6年度 インド実証実験

期間：2025年1月22日～2月9日（合計18日間）
実施：請負業者／DP Jain
施工監理：JFEエンジニアリング（株）、ショーボンド建設（株）

実証実験概要

• 本格参入にはインド基準への適合が必要 （今回はJIS及び
日本での実績に基づく承認）

• 現地で調達～維持管理までのバリューチェーン構築が必要

実証実験で得られた知見

11の項目に関連する本邦技術の一部の内、「早期交通開放を可能にする日本の橋梁補修
技術（JFEエンジニアリング（株）、ショーボンド（株））」について、現地で実証実験を実施。
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Infrastructure Development Institute-Japan３－１．令和7年度 カリフォルニア州調査（課題解決型アンケート）

34技術に加え、フォーラムメンバーに対し、公募を実施。マッチングされた本邦企業が、カリフォルニア州
運輸省（California Department of Transportation：CalTrans）と「実証実験（パイロットプロジェクト）」の実
施に向けて調整

⇒実証実験に向けて、施工シミュレーションモデルや認証手続きについてやりとりを継続

事例① Caltrans本部との意見交換 （複数社）

 Caltrans本部との間で、計2回の対面協議を実施
 段階的に提案技術の内容および実装可能性について意見交換
 BSS（支承部耐震補強技術）やBGS（橋梁下部工・地中部鋼板補強

技術）等のインフラ補強技術について提案
 工期短縮や環境負荷低減の観点から良好な評価を得た
 本格導入に向けては、実現場を管轄するDistrictレベルでの具体

的な案件調整が必要
 新製品の導入にはMETS承認手続き（TL-9501等）が必須（最短6

～9か月）
 これを踏まえ、今後の試験施工や承認手続きに向けた方針を共有

課題解決型アンケートの結果、紹介した134の本邦技術の内、13社34技術に対して「関心
がある」との回答
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Infrastructure Development Institute-Japan３－２．令和7年度 カリフォルニア州：実証実験に向けた公募と調整

事例② Caltrans PEP （Product Evaluation Program）との意見交換
（日本国土開発株式会社 ADOXパウダー）

協議内容
• 8月の意見交換会でPEP責任者からリクエストを受け、

塩害対策パウダーに関する個別打合せを実施
• Caltrans との意見交換は、2025年8月から11月にか

けて継続的に実施
• 日本国土開発の製品の評価は、Caltrans内部におけ

る PEPに基づき検討・評価。Caltrans 自身が分析を
実施するとともに、製品証明を有することで使用認可
が付与されることを確認

• PEP申請に必要となる要求事項、カテゴリ区分および
評価基準について、具体的な合意形成を進めた

今後の課題
• PEP申請に必要な書類の整備
• 米国仕様の原材料の調達
• 米国規制との整合性の確保
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Infrastructure Development Institute-Japan４－１．令和7年度 フロリダ州調査（特有のニーズ発掘）

開催日：
2025年11月20日（フロリダ時間）

11月21日（日本時間）
会場：

【対面】FDOT会議室
【オンライン】 Teams

参加者：
FDOT維持管理部門主要メンバー 12名
日本企業担当者
対面3社、オンライン6社、事務局 5名

意見交換会 開催概要

課題解決型アンケートの結果、紹介した134の本邦技術の内、11社18技術に対して「関心
がある」との回答

フロリダ州運輸局（Florida Department of Transportation：FDOT）の担当者と、日本企業（9社）による「意見
交換会」を開催。
⇒ 現地のキーマンに直接技術を提案し、リアルなフィードバックを通して、FDOT側の現状やニーズを具体

的に収集。技術の適応性や認証手続きの要件など、実証・実装に向けた具体的な対話を実施中。
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Infrastructure Development Institute-Japan４－２．令和7年度 フロリダ州：FDOTとの意見交換会

３社が現地でFDOTに技術を紹介

６社がWebでFDOTに技術を紹介

技術名企業名
コンパクト伸縮継手（AI Joint）超速硬コンクリートショーボンド建設株式会社

ハイブリッドエポキシ樹脂（HER）（ADOXパウダー配合）日本国土開発株式会社

コネクテッドビークル活用路面状態監視iProbe Inc.(パシフィックコン
サルタンツ株式会社等)

技術名企業名
WIMO （ワイヤレスモニタリング）太平洋セメント株式会社

斜材ケーブル非破壊検査装置中日本ハイウェイ・エンジニアリ
ング東京

自律移動ロボットによる 小規模橋梁点検株式会社アイセイ

橋梁マネジメント支援システム（BMSS）株式会社IHI

SMATS（SE Maintenance Traceability System）株式会社エスイー

inMap （インフラデータ管理）株式会社エイト日本技術開発
9



Infrastructure Development Institute-Japan５－１．令和7年度 欧州調査（ドイツ）の現状分析－日本との違い

• 2010 年から2024 年にかけ、連邦政府
の公共建設投資額が大きく増加

（連邦長距離道路の投資額は右図ブルーの凡例）

① ドイツにおけるインフラ老朽化

② 維持管理予算の増加

日本とドイツの違い

③ 今後の展望：「橋梁現代化ネットワーク」の完成

• 連邦交通路計画2030（2016年8月閣議決定）
• 2022年3月、『連邦長距離道路における橋梁：報告と展望』を策定
• 約7,000㎞の「橋梁現代化ネットワーク」を指定（8年間で現代化を完了

予定）

予防保全を前提にした全国統一の「ス
トック管理」

点検制度はあるものの、投資不足と事
後保全寄りの運用が長く、効率的とは
言い難い状況。

橋梁の老朽化への対応

アウトバーンの橋梁は1970年代であり、
その40年後の2016年に連邦交通路計
画2030が示された。橋梁の現代化プロ
グラムでも計画の約6割しか消化でき
ていないなど、効率的とは言い難い状
況（2024年時点で進捗は30%以下）

工事運営・交通影響の最小化手法

老朽化したアウトバーンの高架橋を爆
破解体する事例もあり、橋梁を更新す
る場合も長期車線規制・渋滞が経済損
失として大きな問題となっている。

• 西ドイツ： 戦後の経済成長期
（1960〜80年代）に集中整備

• 東ドイツ： 東西統一後（1990年代
以降）に急速に整備

※日本の直轄国道の建設ピークは1960
～70 年代。NEXCO は1980 年代

• 西ドイツの交通量の多い区間で橋梁
老朽化が顕著

ドイツの現状
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Infrastructure Development Institute-Japan５－２．令和7年度 欧州現地調査（ドイツ）（速報版）

①ワークショップ
・ドイツ側からは、約65％の橋梁が50m未満の小橋。

戦後の建設ラッシュでPC橋が多数を占め、設計
荷重が現在の交通量に合わないものが多く、寿
命や耐荷力の低下が問題。

・日本の耐性計測方法、炭素繊維やエンベデッドス
トランドへの適用に関する質問等があった。

②意見交換会
・ブランデンブルグ、バイエルン州と実施。
・エンジニア不足、施工余力不足、価格高騰リ スク

があり、基金よりも安定的な予算が重要との見解。
・日本との協力分野としては、点検・モニタリング、省

人化、材料高度化、ロボティクス／DX、橋梁・トン
ネルの維持更新などで意見交換が可能との発言

令和８年２月ドイツにおける現地調査。①連邦政府、アウトバーン社、州政府等と国土交通
省、高速道路会社、本邦企業を交えたワークショップ、②州政府との意見交換会を実施。
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Infrastructure Development Institute-Japan結びに

• 課題解決型アンケートにより、潜在的な課題も含めて、ニーズを確
認することができた。今後、よりニーズに焦点を当てた技術の紹介
を工夫していきたい。

• 先進国を含め各国に多岐にわたる課題・ニーズ、関心があることが
分かった。

• 各国で解決策を有していない本邦技術を紹介できた。今後のマッチ
ングを促進し、フォローアップを継続的に行っていきたい。

• アンケート調査への協力、セミナー等に参加いただいた各国の省庁
と民間企業に大変感謝いたします。

ご清聴ありがとうございました。
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